





















































アクセスできる距離を徒歩で片道約 10 分、距離に換算して 500m と設定し、500m 以内に
生鮮食料品にアクセスできない範囲を「フードデザート地域」と推定している。算出結果
は、食料品販売店舗までの距離が 500m 以上の人口は 1,400 万人（11.0％）、うち 65 歳以
上は 370 万人（14.3％）、生鮮食料品販売店舗までの距離が 500m 以上の人口は 4,400 万人

















                                                   
1 内閣府『平成 25 年版 高齢社会白書』p.37 参照。 




























                                                   




























































































































                                                   
4 日本食農連携機構・流通経済研究所［2012］「農村漁村の買い物支援マニュアル」p.9 より引用。 
5 岩間信之［2013］『改訂新版 フードデザート問題―無縁社会が生む「食の砂漠」―』（農林水産政策研究
所）p.168 より引用。下線は筆者。 






























                                                   


















PPP を活用することにより、固定費（モデルでは、人件費 10％、賃料・設備費 5％）を
削減できた場合、（経費全体に対する）固定費の削減率に応じて、本モデルのミニスーパー
が損益分岐点を達成する商圏人口は図５の通りとなる。本モデルの損益分岐点となる商圏
人口は 1,425 世帯であるが、PPP によって固定費を最大 15％削減できた場合、損益分岐点
は 1,200 世帯となる。 
  
  
                                                   








































































































































































































































このように、PPP 等を最大限活用すれば、通常 1,500 世帯程度の商圏が必要となるミニ
スーパーが、約 875 世帯程度の商圏であっても経営が成り立つ可能性が出てくる。すなわ
ち、PPP の活用、多機能化・共同化等の工夫により、通常より約 4 割程度人口が少ない商
圏においても、店舗を出店・維持できる可能性がある。 
しかし、それ以上、商圏人口が少ない過疎地域においては、PPP 等を活用しても店舗を
維持することは困難であり、他の「買い物弱者」対策の検討、若しくは中心市街地への住
居の集約等の抜本的対策が必要となるであろう。 
 
７．結論・提言 
上記シミュレーションを通じて、従来、「買い物弱者対策」に関するサービスが経済的に
成立しないと見られていた過疎地域においても、PPP 等の手法を活用すれば、「採算性」「継
続性」が向上し、一定の条件下においてサービスが成り立つ領域があることが確認された。 
特に成功事例・失敗事例の教訓から言えることは、「買い物弱者」対策において PPP が
成功するためには、地域・事業者・行政といった各々の主体が、役割分担を図りつつ、連
携・協力を深めていくことが不可欠である。その鍵は、「地域住民との連携」にある。行政
への過度な依存は事業の「継続性」を失わせる危険もある。たとえ行政からの支援があっ
たとしても、永続的支援が担保されるものではないため、補助金に頼らない経営基盤を築
いていく必要がある。特に、過疎地域においては、継続性のある「買い物弱者」対策を持
続させるためには、地域住民との連携は不可欠な要素となる。 
その際、地域住民の意識転換も不可欠である。過疎地域において、地元密着型の中小商
店が衰退した要因の多くが、地域住民が郊外型スーパーに買い物に赴き、地元の店舗を利
用しなくなったことに起因する。過疎地域では、高齢者が「買い物弱者」に陥る一方、自
家用車を有する若い世代が郊外型スーパーに買い物に出かける“二重構造”が存在してい
る。より安く、より多くの商品を扱う郊外型スーパーでの買い物は確かに合理的な経済行
動ではあるが、一人一人の合理的な行動の集積が「合成の誤謬」となって、近場の商店（街）
の衰退をもたらして来たのも事実である。 
この点について、地域住民が地域に対する責任意識を持って「買い支え」を行う意識の
醸成が求められる。上記シミュレーションでも見た通り、過疎地域においては、「地域の買
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い支え」が無ければ店舗を維持することは難しい。いずれは誰もが高齢者となり、「買い物
弱者」となる可能性がある。その意味で、消費者一人ひとりが、もっと賢くなる必要があ
る。「買い支え」は住民にとって負担の増加であっても、自らが高齢になり、「買い物弱者」
となった時ための“投資”と考えるべきであろう。 
また、店舗側も「地域住民のニーズは何か」を積極的に汲み取り、地域と一体となって、
提供する商品やサービス、店作りに丁寧に反映していく姿勢も重要である。その意味で、
住民が店舗の運営・経営に積極的に参加し、工夫を重ねていく「買い物弱者」対策こそが
理想である。 
現在、未曾有の「超高齢社会」が到来し、高齢者を巡る新たな課題が次々と発生してい
る。本稿で取り上げた「過疎地域における買い物弱者問題」も、その典型であろう。これ
らの諸課題については、行政単独でも、民間単独でも解決の道を拓くことは不可能である。
こうした新しい課題に対し、地域の発想や創意工夫による地域住民主体の取組みがなされ、
行政、民間企業、地域、NPO 等が各々の強みを発揮する形で連携していく時、PPP は大き
な力を発揮するものと確信している。 
 
以 上 
